
21 
 

 

厚生労働行政推進調査事業費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

災害に対応した母子保健サービス向上のための研究  

分担研究報告書 

 

 災害時の母子保健サービス従事保健師を対象とした質的調査研究 

研究分担者  奥田 博子 

（国立保健医療科学院 健康危機管理研究部） 

 
研究要旨 
災害発生時に生じる被災地の母子の健康課題や支援ニーズと，保健師の支援実態を明らか

にすることを目的に，災害時の地域母子支援活動への従事経験のある自治体の保健師を対象

に，フォーカス・グループインタビュー調査を実施した。調査は，過去の国内の災害発生時

（東日本大震災，熊本地震，西日本豪雨水害），激甚災害法の指定を受けた自治体（6 か所）

に所属する 25 名の保健師の協力を得た。インタビューは，対象者の許可を得て録音し，録

音データを逐語録におこし，質的記述的研究法を用い分析を図った。各フェーズにおける母

子の健康課題に着目し分析した結果，急性期は【周産期母子医療ニーズの急増】，【必要物資

の不足】の他，計６つのカテゴリー，慢性期は【長期化する避難所生活から生じる健康課題】，

【定例事業など母子保健サービスの早期再開に関する課題】の他，計 11 のカテゴリー，復

興期は【応急仮設住宅の生活から生じる健康課題】，【広域・長期・専門的支援に関する課題】

の他，計 4 つのカテゴリーが形成された。急性期は周産期医療や，保健ニーズが急速に増加

する実態があった。しかし，傷病者など高度医療を要する者，高齢者，障碍者等への把握と

支援などの対策に比して，地域母子保健の実態把握や，支援はアンダートリアージとなる傾

向が認められた。以上の結果から，保健師は，被災後の早期から，要配慮者として，意図的

に母子保健にかかる被災の影響や，健康課題を把握することを強化する必要性が認められ

た。また妊産婦に対しては，平時から災害時に想定されうる健康課題や，予防に関する知識

の普及・啓発を行い，自助を高めることが求められる。さらに，避難所の開設・運営にかか

わる関係者に対しても，被災時の母子の健康課題や，考慮すべき避難所運営などに関する理

解を得るための取り組みの強化が求められる。 
Key words：災害，母子保健，フェーズ，健康課題，保健師 

 
Ａ．研究目的 
昨今，地球規模の異常気象によって，甚

大な被害をもたらしうる災害発生が頻発化

する傾向にあり，今後の発生に対する脅威

も高まっている。このような災害発生時，

被災地では，発生の直後から医療・保健・

福祉ニーズの急速な増大が生じる。また，

発災直後，被災による直接的な生命の危機

を免れた場合も，被災地域の診療機能の低

下や，その後の長引く避難生活などの影響

から，二次的な健康被害が生じるリスクが

高まる 1）。一方，妊産婦にとって，妊娠・

出産・育児の経験は，心身や社会的測面に

ダイナミクスな変化をもたらし，妊産婦は
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マイナートラブルの自覚や不安が生じやす

い。さらに，被災による，直接的・間接的

な多様な出来事が複合要因となり，被災地

の妊産婦は，一層の心身の負担をもたらす

ことになる 2）。そのため，災害対策基本法

3）では，妊産婦や乳幼児は，災害時の要配

慮者として，その特性に応じた支援や，平

時からの備えの強化が求められている。災

害時の妊産婦や乳幼児の生命と健康を守る

ため，災害時の母子の健康に影響をもたら

しうる課題や，その特性に応じた専門的な

支援が重要となる。 
そこで本研究では，近年の災害時，発災直

後から，復興期へ経過する各フェーズにお

ける母子の健康課題や支援ニーズと，保健

師の支援実態を明らかにすることを目的と

する。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 調査対象者 

 国内で発生した災害時（東日本大震災，

熊本地震，西日本豪雨水害）において，地

域母子保健支援活動への従事経験を有す

る自治体の保健師 

 

2. データ収集，分析方法 

自治体ごとに，協力の得られた保健師

を対象に，フォーカス・グループインタ

ビュー調査を実施した。インタビューは，

協力者の指定する日時，会場において実

施し，インタビュー内容は，許可を得た

上で録音した。録音内容を逐語録に起こ

し，質的記述的研究法 4）を用い分析した。    
分析手順は，逐語録の文脈から，フェ

ーズ別の母子の健康ニーズと，保健師に

よる支援の実際を抽出し分析した。デー

タの分析結果の妥当性の担保を図るた

め，質的研究の専門家および，災害研究

の専門家の助言を得た。 

 
3. 主な調査内容 

1）基本属性（所属，職位，年代，経験年

数，災害支援従事経験など） 

2）フェーズ別（急性期；発災直後～72時

間未満，慢性期；3日目～避難所閉鎖

の時期，復興期；応急仮設住宅への入

居時期以降）の，母子の健康課題や支

援ニーズ 

3）保健師の支援と連携関係者の実態 

4）災害時支援経験を踏まえた教訓・提言 

 

（倫理面への配慮） 
インタビューへの協力の依頼にあたり，

調査協力者および，所属上司へ調査の趣

旨，研究参加の任意性，データの管理・保

管の徹底，個人および組織に関する守秘

義務について文書および口頭で説明し，

承諾を得た。さらに，調査当日，インタビ

ュー開始前に，再度，研究の趣旨，データ

の取り扱い，調査協力後の事後撤回の保

障と，その手続き方法について書面を用

いて説明し，同意書へのサインを得て実

施した。調査の実施にあたっては，国立保

健医療科学院の研究倫理審査委員会の承

認を得た。（NIPH－IBRA#12238) 
 

Ｃ．研究結果 
1. 調査データ収集期間 
  2019 年 8 月～12 月 
 
2. 調査協力者の所属自治体と災害（表.1） 

激甚災害法の指定を受けた自治体のう

ち，機縁法により以下の 6 か所の自治体

を調査対象とした。  
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表 1. 災害名称と自治体種別 ｎ＝6 

         
 
3. 調査協力者の属性（表.2） 
上記 6 か所の自治体に所属する，災害当

時，母子保健活動への従事経験のある保

健師 25 名の協力を得た。 
 
表 2.保健師の属性        n=25 

 
 

協力者の保健師業務従事経験年数は平

均 24.8 年であり，経験豊富な保健師の

協力を得た。 
 

4.母子保健の健康課題，支援ニーズ 
災害後のフェーズにおける母子の健康

課題と支援ニーズに関する主な結果につ

いて，コードを「 」，サブカテゴリーを

［ ］，カテゴリーを【 】として以下に示

した。 
1）急性期；被災 72時間未満（表.3） 

急性期における母子保健の課題やニ

ーズに関して，37 コードから 18 サブ

カテゴリーを抽出し，6 カテゴリーを得

た。 
①【周産期・母子医療ニーズの急増】 

甚大な被害をもたらす災害発生の直

後，被災地では，「産科の被災で早期

退院を余儀なくされた母子への支援が

必要である」ことや，〔被災した病院

に入院中の母子の転院のための調整が

必要である〕状況に陥るなど，緊急性

の高い【周産期・母子医療ニーズの急

増】が生じていた。 
②【避難所生活から生じる健康課題】 

自宅の被災などにより，避難所へ避

難に向かうが，［避難所は傷病者や高

齢者の対応が優先され，母子のニーズ

把握が遅れがちである］実態があっ

た。さらに，［妊産婦や乳幼児の特性

に配慮した避難所の開設や運営が困難

である］ために，［避難生活は困難と

判断し，遠方への避難を余儀なくされ

る］ケースや，［車中泊を余儀なくす

る母子の実態把握が困難］などの【避

難所生活から生じる健康課題】が多く

語られていた。 

NO 災害 自治体種別
1 東日本大震災 市町村・保健所
2 東日本大震災 市町村
3 東日本大震災 市町村
4 熊本地震 市町村
5 熊本地震 保健所設置市
6 西日本豪雨 市町村

人数 ％
震災名称 東日本大震災 12 48.0

熊本地震 11 44.0
西日本豪雨 2 8.0

自治体 市町村 18 72.0
保健所設置市 6 24.0
県保健所 1 4.0

職位 保健師 16 64.0
係長級 2 8.0
課長補佐級 5 20.0
課長級 2 8.0

年代 30歳代 3 12.0
40歳代 10 40.0
50歳代 12 48.0

被災経験 あり 8 32.0
なし 17 68.0

再;経験災害 地震 2 25.0
（n=8） 水害 8 100.0

応援経験 あり 7 28.0
なし 18 72.0

属性
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③【必要物資の不足】 
発災直後，迫りくる津波などの危機

的状況から逃れ避難した結果，「飲料

水や食事，着替え，常備薬など避難時

の基本となる物品を持参する余裕がな

い」状況が生じた。さらに，一般的な

避難生活に必要となる［飲料水・食

料，常備薬，生活物資などの基本的な

必要物資が不足している］状態に陥

り，加えて，避難所となる施設におい

ても「ミルク，おむつ，毛布，おもち

ゃ，生理用品など，平時からの備えは

殆どない」実態であったため，［妊産

婦や乳幼児に特化した必要物資の備蓄

不足，入手が困難になる］などの【必

要物資の不足】が深刻であった。 
④【地域母子保健の実態把握困難】 
［被災による役場機能の喪失，記録類

の全消失により，データ管理が困難に

なる］など，甚大な災害によって行政

機能そのものが消失し，【地域母子保

健の実態把握は困難】な状況であっ

た。 
⑤【情報の入手・管理・活用に関する

課題】 
 災害により，ライフラインが壊滅的

な被害をもたらした結果，「産婦人科

も被災し，ライフラインが断絶し，健

診や出産に関する地域情報が得られな

い」ため，［管内の医療機関の診療情

報等の把握が困難である］状況に陥る

など，【情報入手・管理・活用に関す

る課題】が，初期の状況把握や，支援

方針検討の障壁となっていた。 
⑥【非被災地区の母子の支援ニーズと

災害対応のギャップ】 
自治体内の一部地域において，災

害による被災の影響や，日常生活への

支障が殆ど生じていないエリアが存在

する事例では，急を要する対応に混乱

する最中，［被害が限局され，非被災

地域住民の通常業務へのニーズがあ

る］など【非被災地区の母子の支援ニ

ーズと災害対応のギャップ】に，戸惑

いや混乱に拍車をかけていた。 
 

2）慢性期；被災 3日目～避難所閉鎖時

期（表.4） 
慢性期における母子保健の課題やニ

ーズに関して，48 コードから 26 サブ

カテゴリーを抽出し，11 カテゴリーを

得た。 
①【周産期・母子医療体制の再構築の

必要性】 
甚大な被害により地元の診療機能が

大幅に低下した被災地域においては，

［被災による地元診療機能の低下」が

長引き，【周産期・母子医療体制の再

構築の必要性】が重要課題となってい

た。 
②【長期化する避難所生活から生じる

健康課題】 
避難所における避難の長期化ととも

に，乳幼児の子ども特有の言動に対し

「走るなとか，声がうるさいと苦言を

呈する住民があり，母子のフラストレ

ーションが増加」するなど，避難住民

間でのトラブルが生じていた。    
一方，保健師が気がかりを感じた避

難所の妊産婦に対し，支援を申し出る

が，妊産婦の認識によって，必要と考

えられる支援や改善に結びつかない事

例もあった。平時からの，妊産婦・乳

幼児に関する詳細な個人情報などを持



25 
 

ちえない，集団避難生活という特殊な

環境下での情報収集や個別支援に苦慮

し，［母子の健康ニーズ，アセスメン

トの困難さがある］など，【長期化す

る避難所生活から生じる健康課題】が

認められた。 
③【母子の一時避難受け入れ制度に関

する課題】 
「母子専用居室を設けた避難所が，

何カ所かはあったが，多くの避難所で

は考慮されていない」といった，［母

子の特性に応じた福祉避難所の必要

性］があるという現状が多くの避難所

の実態であった。そのため，母子の一

時避難の可能な施設を模索するが，

「母子専用施設の利用は，条件が該当

せず，ホテルの提供も利用希望者はほ

とんどなかった」。これらの制度利用

者の要件が，家族分離（妊産婦と乳児

のみに限定など）や，遠方（他県な

ど）への施設であることなどの理由か

ら，劣悪な環境下の被災地において

も，母子のニーズとマッチングせず，

【母子の一時避難受け入れ先に関する

課題】が生じていた。 
④【地域母子保健の実態把握困難】 

災害支援のための業務量の増大に伴

い，通常業務を休止したために「市内

の各々の地区の乳幼児の生活状況の把

握が困難であった」ことや，「感染

症，精神疾患患者，高齢者等の課題が

顕在化し易く，母子ニーズは見落とさ

れがちな傾向がある」ために【地域母

子保健の実態把握困難】となった。 
⑤【遊びの機会を失った子どものストレ

スが高い】 
 「被災の影響により保育園を閉鎖する

期間が長期化した」ことや，「児童館

は避難所，公園は車中泊で子どもの遊

び場が消失した」など，日頃の［子ど

もの遊び場や発散の機会の減少］が，

被災地の子どもや保護者のストレス増

強の誘因となっていた。 
⑥【放射線の子どもへの健康影響に関す

る不安】 
  東日本大震災時は，原子力施設事故

の所在地であった福島県以外の自治体

においても［放射線の子どもの健康へ

の中長期的な影響に関する情報を求め

る］ことが多く，保護者は子どもへの

将来的な影響を含む不安を抱き，情報

を求めていた。 
⑦【こころのケアに関する課題】 

「近親者の死亡や行方不明者のいる

保護者の心痛が深かった」実態に対

し，［遺族支援に対する保健師の不安

が高い］状況にあった。慢性期の被災

地ではこのような【こころのケアに関

する課題】が顕在化し，専門家との連

携による支援の必要性が高まってい

た。 
⑧【必要物資の需要と供給のアンバラン

ス】 
被災直後のフェーズでは，必要物資

は，絶対的不足が顕著な課題であっ

た。一方，慢性期のフェーズでは，配

給や支援物資は過剰な状態に転じた地

域があった。しかし，必要な物資を，

それを必要とする対象者が確実に入手

するといった，［物資のタイムリーな

調達や配布の困難］な実態や，［支援

物資の過剰・保管・処理の問題］な

ど，【必要物資の需要と供給のアンバ

ランス】が生じていた。 
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⑨【定例事業など母子保健サービスの早

期再開に関する課題】 
［避難所の長期化による通常業務再

開の支障］が生じていた。一方，母子

に関する［定例業務再開へのニーズの

高さ］があり，被災地支援活動と並行

し，母子事業の早期再開のための調整

が求められていた。 
 ⑩【情報の入手・管理・活用に関する課

題】  
   「停電の長期化や母子の所在が不明

なため，必要な情報の発信が困難」な

ために，行政からの［広報，通知，普

及啓発の困難］な状況が生じた。 
一方，熊本地震以降の近年の災害時

は，スマホなど IT の普及率の上昇に

よって，母親は［SNS などの活用に

よる情報の流布］が活発である特徴が

認められた。一方，デマなどの情報に

翻弄される事例もあり【情報の入手・

管理・活用に関する課題】は，急性期

における情報入手困難などの不足の課

題から，情報選択の課題へと変化して

いた。 
⑪【非被災地区の母子の支援ニーズと災

害対応のギャップ】 
被災後の急性期と同様に，［被災地

自治体内の地区格差が大きい］ため

に，中長期支援を要する被災地支援活

動に対し，理解を得られない母親など

に対し，苦慮する実態が生じていた。 
 

3）復興期；応急仮設住宅入居以降

（表.5） 
復興期における母子保健の課題やニ

ーズに関して，15 コードから 10 サブ

カテゴリーを抽出し，4 カテゴリーを

得た。 
 ①【応急仮設住宅での生活上の課題】 

応急仮設住宅に入居した乳幼児を

持つ母親は，「近隣への気兼ねから子

どもが泣くと，すぐにあやしに外に

行く，黙らせるためにおやつを過剰

に与えるなどの行動をとらざるを得

ないことに苦悩している」といった

［仮設住宅の設備構造上から子育て

世帯の暮らしに生じる課題］や，［コ

ミュニティの脆弱性がもたらす課

題］など【応急仮設住宅での生活上

の課題】が生じていた。 
②【震災の影響による中長期的なハイ

リスク事例に関する課題】 
災害の発生する以前と比較し［子育

て不安などのフォローケースの増

加］や，［要フォロー幼児の増加］，

さらに，［虐待ケースの増加］など，

【震災の影響による中長期的なハイ

リスク事例に関する課題】が顕在化

していた。 
③【こころのケアに関する課題】 
［遺族への長期的な支援］や，妊産

婦や子どもの［心理的な課題の長期

化］が顕在化した。このような，【こ

ころのケアに関する課題】に対し，

長期的に個別支援などの取り組みが

行われていた。 
④【広域・長期・専門的支援対応に関

する課題】 
死傷者，行方不明者が多数生じた

被災地においては，遺族や，身近な

被害者のある母子の心理程影響が大

きく，児童心理士や臨床心理士など

の専門家による，こころのケアの長

期的なフォローのニーズが高い。し
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かし，これらの専門家の確保は，

元々，地域資源の乏しい市町村独自

では困難な実情があり，【広域・長

期・専門的支援対応に関する課題】

として懸念が生じていた。 
 

 5. 保健師や関係者との連携支援の実際 
  フェーズにおける災害時の母子の

健康課題，支援ニーズへの対応のた

め，保健師が連携を要した主な関係職

種（関連組織・団体）は以下であっ

た。 
1）急性期 
 ①医療関係者（産科医師，看護師，

かかりつけ医，医師会）；緊急受診，

受療・転院などの調整 
 ②薬剤師会：緊急処方の依頼 

③消防・救急：在宅ハイリスクケー

スの情報共有，緊急優先搬送調整 
 ④自衛隊：水などの確保 
 ⑤保育士：保育所からの集団避難 
 ⑥避難所運営者：避難者情報共有  
2）慢性期 
 ①医療関係者（産科医師，助産師，

看護師，かかりつけ医，医師会）；ハ

イリスク母子に関する連携，セミオ

ープンシステムによる診療再開，産

後ケアハウス，産院によるデイケア 
 ②こころのケアチーム，精神科医，

臨床心理士：遺族ケア，こころのケ

ア 
③災害支援ナース，他都市保健師：

避難所避難者等の健康管理 
 ④助産師会（助産師）：沐浴，乳房ト

ラブルケア，母子に特化した情報発

信など 
 ⑤自衛隊：湯（沐浴）の確保 

 ⑥発達障害児センター：発達障碍児

の個別対応 
⑦栄養士，栄養士会：アレルギー食

などの提供  
 ⑧避難所運営者：専用スペ―スの確

保，避難所衛生対策，個別支援事例

に関する情報共有 
⑨主任児童委員：担当地域の個別事

例情報の提供 
⑩保育士，ボランティア：子どもの

遊び支援（母親のレスパイト） 
⑪関連民間業者，NPO など：物資

（おむつなど）提供，専用サービス

（移動沐浴）提供 
3）復興期 
 ①こころのケアセンター，児童精神

科医，臨床心理士：遺族ケア，中長

期フォローを要する事例のこころの

ケア 
 ②助産師会：妊産婦相談会など 
 ③訪問支援員（看護師，助産師）：家

庭訪問，個別支援 
 ④児相：ハイリスク母子支援連携 
 ⑤保育，教育関係者：個別支援，連

携調整会議開催 
⑥支援員：地区の見守りなどフォロ

ー事例などの共有，連携 
 

6.災害時支援経験を踏まえた教訓・要望 

激甚災害時の母子支援の経験を踏

まえ，教訓や要望として示された主な

内容は以下の 4点であった。 

①母子の特性に応じた避難所等の開設・

運営の必要性の徹底 

災害時の要配慮者として，母子の福

祉避難所の必要性は以前から提示さ

れているものの，今回の調査ではいず
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れの災害においても専用の避難所の

開設には至っていなかった。避難所内

において，母子の特性に考慮した専用

のスペースの確保などが初期の段階

から配慮されることは困難な実態で

あった。 

また，応急仮設住宅への入居におい

ても，近隣住民に対し，子育てへの気

兼ねが生じることのないような母子

専用のエリアなど，中長期に及ぶ被災

後の生活が，母子にとって安心・安全

の確保となる考慮が，災害施策として

認知されることが望ましいという意

見があった。 

  ②保健センターの活動拠点機能の確保 

 今回の調査対象となった，一部市町

村では，自治体の防災基本計画におい

て，保健センターが，福祉避難所とし

て開設される計画や，物資搬入場所と

して位置づけられていた。そのため，

災害直後から，住民の生命と健康を守

るための専門的な活動拠点として機

能することに支障が生じていた。災害

時，保健センターが，本来担うべき役

割を発揮できるための，保健活動拠点

として認知されるよう，自治体の首長

や防災担当部署に対する，国からの強

力な要請について要望が示された。 

③母子健康手帳 

母子健康手帳の記録が津波や，浸水

などの被害によって判読困難となり，

記録の確認に支障が生じていた。デー

タの広域的な一元管理や，手帳の材質，

筆記具などの改善など，何らかの手立

てにより，水濡れによる記録の消失を

忌避できることへの要望が示された。 

  ④市町村独自対応困難な支援への都道

府県などによるバックアップ 

    高度専門性を有する専門職の確保

や，甚大な災害時の通常業務早期再開

のための資機材，人材，場所の確保な

どに関して，管轄保健所や都道府県の

本庁による広域的，迅速なバックアッ

プ支援が望まれた。 

 

Ｄ．考察 
本調査の結果から，甚大な災害を経験

した被災地域の妊産婦や乳幼児のいる

家庭では，災害による直接的・間接的な

影響により，震災後の母子を取り巻く環

境はめまぐるしく変化し，その健康課題

や支援ニーズは被災直後から，中長期に

及ぶものであった。また，これらの健康

課題や支援ニーズに対し，医療・保健・

福祉に関する専門職，災害支援団体，ボ

ランティアや地域住民など，多数の関係

者との連携による支援が行われていた。 

これらの結果，過去の災害時の母子の心

身の健康状態に関する先行調査研究の

結果 5-8）と，同様の傾向が認められた。 
母子の健康課題は，被災発生直後の急

性期は，周産期医療や，母子保健ニーズ

が急速に増大する。しかし，ライフライ

ンの寸断や，広域的・壊滅的な被害によ

り行政の保健師がその実態を把握する

以前に，各々の医療関係者間で対応を図

っていた事案も多い。また，避難所など

の地域においても，傷病者，高度医療を

要する者，高齢者，障碍者等への把握や

支援などの対策に比して，地域母子保健

の実態把握や，個別支援は遅れがちであ

り，アンダートリアージとなる傾向が認

められた。これらの結果から，保健師は，

被災後の初期の段階から被災地の母子
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の状況，ニーズを意識的に把握し，早期

支援を開始するための体制の検討を図

る必要がある。一般的に，平常時，市町

村の保健センターなどの多くは，業務分

担制により，母子担当部署に配属された

保健師が，地域母子保健対策を中心的に

担っている。しかし，甚大な被害規模を

もたらす災害時は，急速に増大する被災

住民の健康課題やニーズに対し，分野横

断的な災害支援組織体制に切り替える

ことが必要となる。すなわち，平時の業

務分担制ではなく，保健師等が一同に集

約され，地区別等の被災地住民全般の支

援活動を通じ、緊急性や優先性を見極め

た活動に従事する必要性が生じる 9）。し

かし，被災地域全体への支援活動の中で，

少子化社会の我が国では，母子が占める

割合は低く，災害の混乱の中では見落と

しがちであることが指摘されている。10）

また，日頃，母子保健以外を主担当とす

る保健師等が，災害時のハイリスク母子

の早期支援や、避難所における母子支援

における健康課題の要望支援を早期に

講じるためには，日頃から，他部署に配

属された保健師と，地域母子保健活動の

課題を共有し、災害時の地域健康課題に

関する基本的知識を修得する機会を強

化することが求められる。 

内閣府の示す「避難所運営ガイドライ

ン」11）や，少子化社会対策大綱 12）にお

いて，女性・子どもへの配慮が明記され，

自治体においても，母子救護所の開設訓

練 13）などの先駆的な報告が散見される。

しかし，これらの取り組みは，ごく一部

の自治体に限定した実態である。今後も，

いずれの地域においても，発災とともに

地元の診療機能が低下し，多数の被災者

が発生する甚大な災害を想定し，地域の

周産期・母子にかかわる医療関係従事者，

看護師，助産師，ボランティアを含む住

民同士が，非常時の母子を守るための役

割を果たすことができるよう，通常業務

や関係者会議などの機会を活用し，強化

していくことも重要である。 

一方，ライフラインが寸断される災害

時には情報の収集や管理が困難となる

ことが多い。しかし，熊本地震や西日本

大震災など，近年発生した災害時は，通

電が可能となったフェーズ以降では，母

親達は，SNS などのインターネットを駆

使し，情報の収集・発信や，同じ立場の

仲間との交流を積極的に図っている実

態が認められた。この方法によって取得

可能な情報の中には，不安や誤解を増強

する誤った情報も含まれていた。そのた

め，より早期に公的機関から，これらの

ツールを活用し情報発信を行うことが，

広域避難などを余儀なくされる母子に

とっても有益な支援となりうることが

明らかになった。 

 

Ｅ．結論 
激甚災害法の指定を受けた 6 か所の自

治体において母子保健サービスに従事

した保健師 25 名へのフォーカス・グル

ープインタビューで得られたデータを，

災害後のフェーズ別の母子の健康課題

に着目し分析した。結果，急性期は【周

産期母子医療ニーズの急増】，【必要物資

の不足】，【避難所生活から生じる健康課

題】，【必要物資の不足】，【情報の入手・

管理・活用に関する課題】，【非被災地区

の母子の支援ニーズと災害対応のギャ

ップ】の計６つのカテゴリー，慢性期は
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【長期化する避難所生活から生じる健

康課題】，【定例事業など母子保健サービ

スの早期再開に関する課題】，【周産期・

母子医療体制の再構築の必要性】，【母子

の一時避難受け入れ制度に関する課題】，

【地域母子保健の実態把握困難】，【遊び

の機会を失った子どものストレスが高

い】，【放射線の子どもへの健康影響に関

する不安】，【こころのケアに関する課

題】，【必要物資の需要と供給のアンバラ

ンス】，【情報の入手・管理・活用に関す

る課題】，【非被災地区の母子の支援ニー

ズと災害対応のギャップ】の 11 のカテ

ゴリー，復興期は【応急仮設住宅の生活

から生じる健康課題】，【広域・長期・専

門的支援に関する課題】，【震災の影響に

よる中長期的なハイリスク事例に関す

る課題】，【こころのケアに関する課題】

の 4 つのカテゴリーが形成された。 
以上の結果から，保健師は課題の把握

が遅れがちな被災時の母子のニーズ把

握を，被災後の早期から意図的に実施す

ることや，平常時から，妊産婦に対して，

災害時の母子に起こりうる健康課題に

ついての普及・啓発を強化することが求

められる。さらに，被災後早期に，正確

な情報を発信することや，自治体職員，

避難所などを運営する関係者に対して

も，災害時の母子の健康課題と予防のた

めの支援について教育を図る機会を強

化する必要がある。 
 
 
 
 
 
 

Ｆ．健康危険情報 
  該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 

 該当なし 
 

 2.  学会発表 
該当なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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表３．急性期

カテゴリー サブカテゴリー コード

・出産直後の産婦と新生児が看護師等産科職員に付き添われ部屋の確保を求め避難してきた

・早期退院後，黄疸が疑われ，受診をすすめたケースが数例あった

・かかりつけ産科が妊婦さんに直接，紹介し対応した

・病院も被災し，県外などの遠方の病院へ転院調整を要した

・自宅や避難所での出産への立ち合った

・避難所の出産が近い妊婦を他地区の分娩可能な病院に近い避難所への移動をはかった

・震災前に把握していた前置胎盤の妊婦情報を消防署へ緊急対応ケース情報として提供した

・停電のため，在宅酸素療法中の乳児を保護者が役所へ支援を求めて来た

・腹膜透析のための蒸留水の備蓄がなくなり，確保のための調整を図った

・持病の投与薬などの不足

・外傷などの対応に必要な薬の確保に苦慮した

・避難所は，高齢者，障がい者は優先的に把握するが，母子に関する情報はほとんどない

・生死の境の経験が，避難所で「大変」と声を上げられない理由になった可能性がある

・避難所は急激に人が殺到し，空間の確保とか余裕がなく様々な人が入り乱れている

・母乳育児のお母さんは授乳に困っている

・お子さん連れの方は固まっていた。泣き声とかをとても気にされる方がいた

・津波で濡れたまま，取る物も取り敢えず避難所へ駆けつけ不衛生な環境である

・毛布や暖房もなく，低体温が生じた

・夜間は寒く避難所の板間での避難生活は早産傾向がなくとも妊婦には適さない環境

避難所内で医療ニーズが生じた ・子どもの避難者が多い避難所で夜中発熱する子どもがあり医師の巡回ニーズが生じた

・避難所では子ども連れ避難は困難と感じ，車中泊避難をする家庭が多い

・避難所の敷地外の車中泊の実態まで把握できない実情にある

避難生活困難と判断し,遠方への避難を余儀な

くされる

・体育館に何日かいた赤ちゃんも，泣き声が響く，寒さが強い環境での避難は困難だと判断し，遠

方の親戚などに迎えに来てもらっていた

・飲料水や食事，着替え，常備薬など避難時の基本となる物品を持参する余裕がない

・ミルクやおむつの確保が困難で，遠方から取りに来ても1日分量ずつしか渡せない

・ミルク，おむつ，毛布，おもちゃ，生理用品など，平時からの備えは殆どない

・断水，消毒薬もなく，哺乳瓶も洗わないで使用せざるを得ない状況だった

・食事は，2日目の昼頃から配給されたが，缶詰かパンで，乳幼児向きのものはない

・水がなかなか引いていなくて，たずねて行くことができる状況ではなかった

・消防の巡回などで，出産が近い人の安否確認を優先的に対応を依頼した

・役場のホームページの電算システムの使用困難

・停電になり，パソコンも壊れ，通知などの必要な情報が確認できない

・産婦人科も被災し，ライフラインが断絶し，健診や出産に関する地域情報が得られない

・支援する側もこの情報はどこに聞いたらいいのかと，毎日錯綜した

被害が限局され，非被災地域住民の通常業務

へのニーズがある

・役所全体が緊急対応で混乱している中，健診や教室参加申し込みなど通常の問い合わせが直後か

らあり混乱した

・混乱の中，災害支援のための急を要する対応に忙殺され，通常事業は停止した

・地域の被災、関係スタッフの確保見込みがなく、災害対応のみにシフトした

情報の入手・管理・活

用に関する課題

管内の医療機関の診療情報等の把握が困難で

ある

在宅妊婦の状況把握が困難になる

避難所は傷病者や高齢者の対応が優先され母

子のニーズ把握が遅れがちである

非被災地区の母子の支

援ニーズと災害対応の

ギャップ

各種通知，連絡文書などの行政事務連絡の確

認や周知が困難になる

地域母子保健の実態把

握は困難

車中泊を余儀なくする母子の実態把握が困難

である

災害対応業務量の増加により通常業務の停止

や縮小を余儀なくされる

妊産婦や乳幼児の特性に配慮した避難所の開

設や運営が困難である

避難所の生活環境衛生上の課題

飲料水・食料，常備薬，生活物資などの基本

的な必要物資が不足している

産科の被災で早期退院を余儀なくされた母子

への支援が必要である

周産期・母子医療ニー

ズの急増

必要物資の不足

ハイリスク妊婦への緊急対応が必要である

被災した病院に入院中の母子の転院のための

調整が必要である

医療的ケア児が被災の影響で療養困難への支

援が必要である

妊産婦や乳幼児に特化した必要物資の備蓄不

足、入手が困難になる

避難所生活から生じる

健康課題

医療機関や薬局の被災により薬剤の確保がで

きない
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表4．慢性期

カテゴリー サブカテゴリー コード

被災による地元診療機能の低下 ・一部病院のみの対応では困難なため，セミオープンシステムの提案があった

ハイリスク母子ケースの病状悪化等の懸念
・双子の乳児の母は精神疾患患者であったが，病院が被災し投薬が3日分の限定処方となり病状　が不

安定になり，結果子どもへの危害行動が生じた

早期退院後のフォローの必要性
・分娩可能な病院の限定，妊婦健診や1カ月健診の停止，産後入院期間の短縮化などから退院後の母体

や育児環境などへの懸念が生じた

・走るなとか，声がうるさいと苦言を呈す人があり，母子のフラストレーションが増加した

・障害のお子さんや乳幼児の夜泣きに，周囲からうるさいと指摘されるトラブルが生じる

・発達障害児は健常児以上に避難所生活が難しく，支援物資に並ぶことも困難だった

・新生児の母親は，3人目なので支援不要と長期避難を送っていたが，後日，内部疾患の療育児であっ

たことが判明し，積極的な介入の必要性があった

・ほこりの舞う体育館で長期に滞在中の授乳婦は，特別な支援は不要と，避難所の公衆の面前で授乳

を続けていたが，周囲の者が視線のやり場に困る課題があった

・湿疹など乳幼児の皮膚トラブルが多くなった

・子どもがミルクを受け付けなくなったという相談が多い

・母乳の出が悪くなったような不安から，乳児の体重測定の希望が多い

・被災を受け，今後の子育てに関する不安を抱きながら避難所生活を送っている

集団感染症発症リスクに関する課題 ・子どものインフル，水痘などの感染症があり，隔離や疑いを含めた対策が必要

・母子専用施設の利用は，条件（父親不可，ペット不可，上の兄弟不可など）が該当せず，ホテルの

提供も利用希望者はほとんどなかった

・県外避難の制度は遠方で家族と離れることを拒み，利用希望者はなかった

・母子専用居室を設けた避難所が何カ所かあったが，多くの避難所では考慮されていない

・友の会さんがボランティアで場所を提供し母子福祉避難所を県助産師会，友の会で運営。

・助産師が開設した産後ケアハウス（沐浴，離乳食提供）利用条件の緩和により父親も利用

・市内の各々の地区の乳幼児の生活状況の把握が困難であった

・感染症、精神疾患患者，高齢者等の課題が顕在化し易く，母子ニーズは見落とされがちな傾向がある

・被災の影響により保育園を閉鎖する期間が長期化した

・児童館は避難所，公園は車中泊で子どもの遊び場が消失した

・市への放射能の影響報道後，急激に問い合わせが増え子どもが幼いほど不安に駆られる

・子育て相談の内容が，放射能の影響，きのこや野菜はどうかなど毎回，同じ問いだった

・近親者の死亡や行方不明者のいる保護者の心痛が深かった

・身内を亡くされた方が多く，傾聴に留まらない今後の対応への迷いが強く生じた

・事業再開のため全戸調査で母子の名簿を作成し，死亡届け未提出者への対応に神経を使った

・子どもの津波ごっこ遊びなど，保育所の先生などが対応に困惑し相談を受けた

・身内を亡くされた方よりも，元から育児不安などがあり，さらに震災で様々な対応ができない母親

が支援を希望する傾向が強い

・幼いながらも親御さんの頑張っている姿で子どもたちも我慢してる様子を感じた

・余震の恐怖で夜は寝れないため，夜だけ避難所に泊まりに来る母子も多かった

周産期メンタルヘルス支援の必要性
・震災が出産に影響した産婦（車中泊で陣痛，分娩台で発災し思うようなお産ができなかった，産後

短期退院など）に，EPDS高得点者が顕著であった

物資のタイムリーな調達や配布の困難 ・アレルギー用の食事やおやつなど，速やかな調達・配布に対するクレームがあった

・近隣店舗で購入可能な時期になっても，大量の食事やおやつが届き過剰な状態になった

・マスコミにミルクや消毒薬がないと訴えた方がいたが，物資は充足しており，その方にも前日に渡

していた。しかし報道後，大量の物資が届き過剰な状態になった

海外からの支援物資が規格不適合などにより

有効活用できない

・使用方法が想定できない形状・サイズの哺乳瓶など育児用品，香料が強いお尻ふき，成分表示が判

読不明なミルクなど海外からの物資は活用されなかった

避難所の長期化による通常業務再開の支障 ・健診会場が避難所であったため，早期業務再開のための会場確保が難航した

・役場喪失で母子手帳や受診券がないため隣市に発行を求めた

・母子手帳の紛失，役場の記録も消失したため，予防接種歴の確認ができなくなった

・母子手帳の再発行希望者は，行方不明児の保護者の再発行依頼も応じる方針とした

・県外など遠方の避難先を調べ，乳児健診再開通知を送付したところ県外避難者も来庁した

・災害対応が高齢者優先であり子どもの支援も重視するよう苦言を呈する母親がいた

広域避難者への周知の課題 ・県外に一時避難した保護者が母子保健サービスの利用方法に困惑した

・保健センターで大量のおむつが配布されている，というSNSのデマを信じた方がいた

・ママ友のライン，SNSなどを駆使し，保健師以上に情報収集，発信をし合っていた

広報，通知，普及啓発の困難 ・停電の長期化や母子の所在が不明なため，必要な情報の発信が困難

被災地自治体内の地区格差が大きい ・津波の入っていない地区の親戚に引き取られ，全く通常の生活を送る家庭もあった

児童施設の避難所活用に対する苦情
・児童館が福祉避難所として利用中，被害のない地域の母親が児童館の開放を求めた。高齢者や障碍

者が福祉避難所として利用中である説明に対し，母子にも配慮が必要と主張された

非被災地区の母子の支援

ニーズと災害対応の

ギャップ

母子の一時避難受け入れ

制度に関する課題

こころのケアに関する課

題

遺族支援に対する保健師の不安が高い

母子健康手帳や受診券などの紛失による再発

行の必要性

母子の特性に応じた福祉避難所の必要性

遊びの機会を失った子ど

ものストレスが高い
子どもの遊び場や発散の機会の減少の問題

心のケアの専門支援ニーズが高い

定例業務再開へのニーズの高さ

必要物資の需要と供給の

アンバランス

定例事業など母子保健

サービスの早期再開に関

する課題

放射線の子どもへの健康

影響に関する不安

地域母子保健の実態把握

困難

通常業務停止中のため地区の母子保健ニーズ

把握が困難

放射線の子どもの健康への中長期的な影響に

関する情報を求める

情報の入手・管理・活用

に関する課題

支援物資の過剰・保管・処理の問題

母子専用入所型施設などの制度とニーズの相

違

SNSなどの活用による情報の流布

周産期・母子医療体制の

再構築の必要性

避難住民間でのトラブルの出現

母子の健康ニーズ，アセスメントの困難さが

ある

避難所生活がもたらす育児不安の増加

長期化する避難所生活か

ら生じる健康課題
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表.5　復興期

カテゴリー サブカテゴリー コード

・部屋が狭く，隣の音や声が聞こえるため子どものいる家庭は神経を使って暮らしている

・近隣への気兼ねから子どもが泣くと，すぐにあやしに外に行く，黙らせるためにおやつを過剰に

与えるなどの行動をとらざるを得ないことに苦悩している

コミュニティの脆弱性がもたらす課題
・被災後の新たな地域での入居によりコミュニティの脆弱が，子どものいる家庭にとってストレス

や近隣トラブルの誘因になる

・病院から産後情緒不安定の母親に関する情報提供書が増えた。赤ちゃんに少し心配する要素があ

ることが，震災の影響ではないかと過度に不安につながっていた

・親の不安定さとかが子育てや子どもに影響し，震災による影響は長期的に続いている

要フォロー幼児の増加 ・落ち着きがないとなど気になるケースが一回の健診で半分以上と多い

虐待ケースの増加 ・震災後は虐待ケースが2～3倍に増加した

こどもの心理的な課題の長期化
・急性反応は大人に顕著で，子どもたちは抑える感じ，学校などでも，すごく活発な子たちがすご

く静かになる時期がすごい長く，うまく表現できなことが影響している

・育児支援を想定していた実家など親族の死別，夫の死別など，大きなダメージの中で子育てをし

ている母親は，今も継続的に支援を要する者がいる

・仮設住宅に入居する頃，子供たちはそれまで抑制していた反応が生じ，一方，その頃の大人は疲

弊が強く，子供の発散するエネルギーに対処できない

・震災後立ち上がった悲嘆の支援がグループ化し，若い方達は回復され自主組織化した

・子どもさんを亡くされた方たちの会が，自主組織化し複数存在する

・被災者支援の特別予算で産婦人科の先生や助産師会の赤ちゃん訪問の複数回の利用ができた

・子どものこころのケアの専門家（児童心理士）の確保は市町村独自では困難である

広域地域支援のための協力体制や人材確保の

課題

・仮設住宅など地区に支援員が配置，それに加え，被災病院の看護師さんの協力でエリアを巡回

し，地域住民全体への支援の中から気がかりな母子支援を行った

長期的支援に要する予算や専門職人材確保の

課題

母親の心理的な課題の長期化

広域・長期・専門的支

援対応に関する課題

応急仮設住宅での生活

上の課題

仮設住宅の設備構造上から子育て世帯の暮ら

しに生じる課題

こころのケアに関する

課題

震災の影響による中長

期的なハイリスク事例

に関する課題

子育て不安などのフォローケースの増加

遺族への長期的な支援
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